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サービス国際取引をめぐる方法論の諸相 研究レビュー(2)

大 沼 穣

要 旨

貿易 と直接投資 は補完的か代替的か。Clausingは 進 出先の課税 と賃金 を、Lennon

は貿易 ・投 資交渉におけるオファーを指数化 した もの を直接投資の コス トとみな し、

Amiti,Wakelinは 重力方程式 を投資 コス トで偏微分 したときの符号の段階的変化に着

目する。4女 史それぞれが 「価格の交差弾力性」アプローチを継承 し独創 を加 え、貿

易量 と直接投 資の補完性 を結論す るが、いずれ も米国の事例 という制約 を免れない。

そ して今後のサー ビス直接投資論の開拓にはサー ビスの特性 に根 ざすアプローチが必

要 となろう。

キーワー ド 直接投資、サービス国際取引、モー ド3

1.は じめに 一 直接投資理論の新展開

リカー ド以来の伝統的な貿易理論は収穫一定 と完全競争を前提 としていたが、産業

内貿易の拡大を説明で きないため、新貿易理論 は要素集約度の差異のない国々が多様

なバ ラエティを持つ財 を貿易すると想定 した。更に新々貿易理論が登場 して規模の経

済 に基づ く収益逓増 と不完全競争 を前提するに至 ったが、Melitz(2003)は すべての

企業 を等質 とす る点で非現実的であ るとして生産性 に格 差を伴 う異質な企業を想定

し、Bernardetal.(2003)は 生産性 が確率分布 に従 うモデルを構築 した。 この よう

な貿易理論 の新展 開は、貿易 と直接投資(ForeignDirectInvestment,FDI)は 補完

性 を持つか代替性 を持 つか、 とい う古 くて新 しい論争 を再燃 させ た。補完か代替か

は、研究史上FDIの 性格が垂直的か水平的か とい う問題 にかかわっている。

水平的FDIは 自国 とほぼ同様 な製品とサービス を外国で生産する ものである。そ

こではすべ ての価値連鎖 は受入国に立地(子 会社販売)す るか 自国に立地(輸 出)す
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るので代替性 を示す。Markusen(1984)は 生 産要素の賦存状況が類似す る国では、

貿易費用 を回避す るため受入国で生産を行 う水平的FDIが 効率性 を高めると指摘 し

た。多段階生産過程モデルを構想 したBrainard(1993)は 近接一 集中 トレー ドオフ

を唱えて(ibid,1997)、FDIフ ロー は要素豊富性 の差異 と相 関が な く、水平的FDI

が優勢であるとした。

垂直的FDIは これ に対 し、生産工程 を段 階によって分割 し、地理的 に自国 ・受入

国に再配置する ものである。Helpman(1984)は 要素賦存 と差別化 された財 を組み合

わせ たHelpman-Klugman型 貿易モ デル に垂直的FDIを 取 り入れた。 このモデルで

は本社部門は資本豊富国に、製造部門は労働豊富国に立地 し、両者間で中間財(労 働

豊富国に)・ 最終財(資 本豊富国に)の 流れが生 じる。子会社 は親会社か ら部品を購

入するので貿易と投資は補完性 を示す。企業内貿易が発生するので、国家 間の要素賦

存度の差異 と企業内貿易 シェア間に正の相 関があるとした。ちなみに産業 内貿易は要

素集約度の差異のない財 を扱 うため、そのシェアは要素賦存度の差異が大 きくなると
ユ

低下する。
2

本 稿 で は 以 上 の 研 究 史 を背 景 と して 「交 差 弾 力 性 ア プ ロ ー チ 」 に よ る3編 の 論 考 を

取 り上 げ る。 直 接 投 資 デ ー タ に つ い て は 、 米 国BureauofEconomicAnalysisの 直 接

投 資 セ ンサ スU.S.DirectInvestmentAbroadお よ びForeignDirectInvestmentin

theU.S.の う ち 、Lennonは 前 者 、Clausingは 両 方 に 依 拠 して お り企 業 内 貿 易 の 分 析

が 可 能 と な っ て い る 。Amiti,Wakelinは 国 連Comtradedatabaseに よ るWorldBank

デ ー タ を用 い て お り、 国 が 分 析 単 位 で あ る 。 論 考 群 は継 承 関 係 を持 ち つ つ サ ー ビ ス 貿

易 とサ ー ビ スFDIの ト レ ー ドオ フ 問 題 へ と展 開 を み せ て い る。 こ の 「交 差 弾 力 性 ア

プ ロ ー チ 」 は 内 生 性 バ イ ア ス を避 け る メ リ ッ トが あ る 。 後 述 の レ ノ ン に よれ ば 輸 出 と

直 接 投 資 の 択 一 は説 明 変 数 と被 説 明 変 数 の 同 時 決 定 を 意 味 し、 両 者 は 内 生 変 数 とな る

(Lennon2009:12)。 回 帰 す る と説 明 変 数 と撹 乱 項 が 相 関 して し ま うの で あ る 。

2.Clausingに よ る 研 究

クロージング(KimberleyClausing,2000)は 製造業の多国籍企業活動 と貿易 の関

係 を、対象期間と対象国をコントロールしつつ、価格の交差弾力性によって海外での

1な おその後 、相反す る実証結果 を解釈す るため に、Yeaple(2003)はBrainard(1997)に 対 し 「平

均 的な産業」への投資 フローの影響で はな く、 「集約 度が さまざまな産業 」へ の影響 を検討すべ

きである とした。そ して水平FDIと 垂直FDIを 併用 した企業 の統合 戦略を分析 している。

2研 究 史はE.ヘ ル プマ ン(2012)「 グローバル貿易の針路 をよむ』 文眞堂(本 多光雄 ・井尻直彦 ・

前 野高章 ・羽 田 翔 訳、菊地徹(2007)「 コ ミュニケー シ ョンネ ッ トワー ク と国際貿易一貿易理

論 の新展 開』有斐 閣によっている。
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事業費用が貿易 にどの ように影響するか考察 した。そ して多国籍企業活動 は企業内貿

易 を促進する一方で、企業間貿易 を代替す るのではないか(Clausing2000:192)と

いう仮説 を検証 しようとする。考慮すべ き点 として、複数財 を生産する企業では財 に

よって異なる近接一集中 トレー ドオフの可能性が、また輸送費以外に も現地市場適応

などの 「近接」動機の可能性があることである。

アメリカと29の 対象国(OECD加 盟 国18・ その他11)に ついて、1977～1994年 の

データを用いて、「アメリカの輸 出と在外米系企業の活動」、「アメ リカの輸入 と在米

外資系企業の活動」の関連を考察 した。多 国籍企業活動の指標は不動産投資な どを含

む海外直接投資残高ではな く子会社販売 とした。 また子会社販売 は現地販売のみに限
ヨ

定 している。輸 出方程式 ・輸入方程式 と変数は下記の通 り。貿易 と多国籍企業活動が

補完的ならばβ4は正、代替的ならばβ4は負 となる。

ln(E彫)orts髭)=α+β11n(GDPust×ODPゴ,)

+β21n(GL)Pp.C.u、,×GDPp.C.ゴ,)

+asln(distanceuse)

+β41n(netlocalsalesゴ,)

+β,ln(Ex.Rate,Ex.RatelagsusZt)

+β5Z+の,

lnσ 〃ψ07広 ∫ゴ∂=α+β11n(GD、Cust×GDS)ガ,)

+β21n(GDS)p.C.u,,×0・DP1).C.ゴ,)

+β31n(distanceβ`∫ ガ)

+β41n(netlocalsales産)

+β,ln(Ex.Rate,Ex.1ヒ α'61㎎ ∫。、ゴ,)

+β5Z+の,

Exports,(lmports)i,1国 のt年 に お け る 輸 出(輸 入)

GDP。 、t(it)米 国(1国)のt年 に お け るGDP

GDPp.c.u,t(i,)米 国(1国)のt年 に お け る1人 あ た りGDP

distance。 、(i)米 国 と1国 間 の 距 離

netlOCalSaleSitI国 に お け る 子 会 社 のt年 の 純 販 売 額(現 地 販 売)

Ex.Rate,Ex.Ratelags。 、it米 国 と1国 通 貨 のt年 に お け る 為 替 レ ー ト(ラ グ 付 き)

Zダ ミ ー 変 数 と 交 差 項

3現 地 純 販 売(netlocalsales)=子 会 社 販 売 一輸 出販 売 一親会 社 か らの企 業 内輸 入 、 とな る。
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図表2-1輸 出(輸 入)の 説明 要 因

被説明変数=輸 出(輸 入) 輸出 輸入

説明変数
1

全体

2

企業内

3

企業間

4

全体

5

企業内

6

企業間

現地販売 0.3682 1,022 0.2459 0.1507 0.6415 0.0076

(4.515) (11.900) (3.308) (6.158) (19.160) (0.255)
GDP 0.2486 一〇.1903 0.3471 0.5964 0.2483 0.7027

(2.971) (-2.005) (4.193) (18.990) (3.833) (15.280)
1人 あた りGDP 0.0128 11:・ 0.0099 0,061 0.4444 0.1317

(0.190) (-1.068) (0.141) (0.659) (2.551) (1.157)

距離 0.2208 11・ ・ 0.2551 0.7325 一〇.1461 0.6747

(2.499) (0.915) (2.769) (4.237) (-0.568) (3.530)

為 替 レー ト 0.5948 0.9526 0.5781 0.0138 0.6512 一〇.0448

(1.672) (2.529) (1.597) (0.040) (-1.154) (-0.115)

同 ラグ1 一〇.3936 1:1: 一〇.4675 0,001 0.7726 0.0571

(-0.795) (-0.558) (-0.916) 1111 (0.975) (0.109)

同ラグ2 0.6353 0.6741 0.6857 0.6249 一〇.4938 1,042

(1.696) (1.745) (1.797) (2.085) (-1.070> (2.754)

北 米 ダ ミー 2,033 1,855 2,005 3,041 一〇.0059 3,194

4 Flo.070) (7.991) (9.534) (8.219) (‐o.oll> (7.339)
日本販売 0.1013 0.0795 0.1081 0.0701 0.1544 0.0116

(9.939) (5.864) (10.390) (7.597) (10.270) (1.123)

年 0.0522 0.0262 0.0591 0.0044 一〇。0483 0.0124

(4.043) (1.600) (4.623) (0.459) (-3.297) (1.006)

定数 一15 .1 一4 .766
.. 一23 .46 一8 .173 一29 .52

(-3.45) (-1.168) (-3.57) (-6.195) (-1.473) (-6.708)

観察数 297 298 297 322 320 317

F 332 165 309 393 522 112

F検 定に基づ くP値 0 0 0 0 0 0

自由度修正済み決定係数 0,728 0,783 0,719 0,798 0,771 o.7ig

()内 はt値 ダミーと年以外の変数は対数

図表2-1に よれば1%の 現地(進 出先)販 売 は0.37%輸 出を増やす。1%の 現地(在

米)販 売 は0.15%輸 入 を増 やす。いずれ も係数 β4は正 とな り貿易 と投 資は補完性 を

持つ。

図表2-2に よれば1%の 現地(進 出先)販 売 は0.28%輸 出を増や し、1%の 現地(在

米)販 売 は0.07%輸 入 を増 やす。いずれ も係数 β4は正 とな り貿易 と投 資は補完性 を

持つ。

クロー ジングの弾力性 アプローチは米国の事例 をもとに貿易 と直接投資の関係 を探
ら

るため、輸 出と海外事業それぞれを価格変数 と捉える。前者には進出先の開放度 ・米
6

国との距離が、後者には進出先の課税 と平均賃金が影響を与えるとする。この方法は

海外事業の価格が貿易に及ぼす影響を考察できるばかりでなく、両変数は相互関連が

4現 地 販 売 との交 差 項 で あ る。

51-Open… 輸 入/GDPニ α+β1人 口+β2人 口2の 残 差

61-Taxes…1-(納 税 額/子 会社 所 得)
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図表2-2輸 出(輸 入)の 説 明要 因 ・固 定効果

被説明変数=輸 出(輸 入) 輸出 輸入

説明変数
1

全体

2

企業内

3

企業間

4

全体

5

企業内

6

企業間

現地販売 0.2854 0.4527 0.2567 0.0747 0.5006 一〇.0174

(7.725) (6.701) (5.424) (2.512) (4.448) (-0.371)
GDP 0.6946 一1 .834 0.6701 0.3609 一1 .009 1,161

(2.062) (-2.975) (1.552) (0.913) (-0.670) (1.869)
1人 あた りGDP 一〇 .6066 1,791 一〇 .6297 0.4622 1.14 0.1659

(-1.s7s> (3.027) (-1.522) (1.317) (0.846) (0.302)
為 替 レー ト 一〇 .2108 一〇 .0815 一〇 .2217 一 〇 .2052 0.1713 一〇 .2443

(-2.426) (-0.513) (-1.992) (-1.839) (0.408) (-1.378)

同 ラグ1 一〇 .1700 一〇 .0436 一〇.2259 0.2718 0.6966 0.2277

(-1.646) (-0.230) (‐1.70g) (1.906) (1.300) (1.olo>

同ラグ2 一〇 .0584 11:: 11:1 0.2143 一〇.2239 0.2872

(-0.709) (0.257) (-0.171) (2.129) (-0.591) (1.794)

年 0.0216 0.0531 0.0277 0.0193 11.1: 0.0019

(2.452) (3.305) (2.452) (1.853) (1.557) (o.117)

定数 一4 .856 11.91 一4 .319 一17 .76 一2 .227 一27 .95

(-1.890) (2.531) (-1.312) (-3.764) (-0.125) (-3.755)

観察数 297 298 297 322 320 317

F 134 33.9 :・ 91.3 :・ 41.7

F検 定に基づ くP値 1111 1111 1111 1111 1111 1111

自由度修正済み決定係数
..1
.. 0,979 0,979 1・: 1・ 0,955

()内 はt値 ダミーと年以外の変数は対数

少 ないので双方 に影響する共通要素 をコン トロール し内生性バ イアスを回避で きる。

海外事業の価格が上昇 し輸出が増 えるならば、貿易 と直接投資は代替性 を持ち、輸 出

が減るならば補完性 を持つ。

図表2-3に よれば 「税/所 得」比率の1%の 増加は輸出を0.62%減 少 させ、 また平均

賃金1%の 増加 は輸出 を0.33%減 少 させる。海外事業価格のうち税の増加 と賃金の増

加 は輸 出を減少 させ るので、海外事業の価格 と輸出は補完性 を示 している。

Clausingは 米系多国籍企業活動 は貿易 を代替 しない と結論する。重 回帰分析 によ

る推定の結果、輸出を在外米系企業の現地販売に、輸入を在米外資系企業の米国販売

に回帰すると前者の方が後者 よりも係数が大 きい。アメリカの輸 出と在外米系企業活

動 は補完的で、補完性は企業内貿易の方が企業間貿易 より強い。 アメ リカの輸入 と在

米外資系企業については資料の制約か ら立証がで きない。政策への含意 として補完的

な らば一方を抑制すれば他方 も減退 させて しまうことを指摘 している。
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図表2-3輸 出の説明要因 ・価格変数

被説明変数=輸 出

説明変数
(1)輸 出 (2)企 業内輸出 (3)企 業間輸出

7

税率 5,474 5,199 4,647

(10.180) (8.966) (5.028)

賃金 一 〇 3327 一 〇 .36 一〇.0032

8 (-2 144) (-2.155) (-0.008)

開放度 一 〇 9609 一〇.8170 一1 .877

(-7 591) (-6.462) (-8.724)
距離 一 〇 4414 一 〇 3018 一1 .046

(-3 904) (2 971) (-4.162)
GDP 0 6747 0 6558 0 8444

(25 630) (26030) (15060)
1人 あ た りGDP 0 2517 0 2352 0 1027

(1 918) (1 643) (o 349)

為替 レー ト 0 1246 0 0646 0 8273

(0 378) (0 201) (1 403)

同 ラグ1 一 〇 3783 一 〇 4181 一 〇 0754

(-o 858) (-o 927) (-o 125)

同ラグ2 0 2468 0.3160 一 〇 0165

(0 744) (0.982) (-o 035)

北米 ダ ミー 0 4612 0 5814 一〇.245

(1 602) (2 153) (-0.048)
日本 ダ ミー 0 ・・; 0 9639 0 0835

(6 823) (9 376) (o 270)

年 0 0395 0 0475 0 0257

(2 993) (3 846) (1 002)

定数 一15 .32 一16 .26 一19 .16

(-4.759) (-6.027) (-2.823)

観察数 249 249 251

F 283 379 93

F検 定に基づ くP値 0 0 0

自由度修正済み決定係数 0,844 0,841 0,750

()内 はt値 ダミー と年以外の変数は対数

3.AmitiとWakelinに よ る 研 究

ア ミテ ィとウェイク リン(MaryAmiti・KatharineWakelin,2001),(ibid,2003)

は米国 と相手国35ヶ 国の2国 間デー タを1986～94年 にわた り収集 し、次のモデルが成

り立つことを検証 した。

当事国の特性(規 模 と相対的な要素賦存)が 「類似」で、貿易費用が中ない し高な

らば、投資費用の低下(投 資自由化ひいては投資増)は 輸出を抑制する。すなわち投

7注5参 照

8注6参 照
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資 と輸 出は代替的 となる。投 資費用 に対す る輸出の交差弾力性 の符号は正(水 平的

FDI)

当事国の特性(規 模 と相対的な要素賦存)が 異な り、貿易費用が低 ない しゼロな ら

ば、投資費用の低下(投 資 自由化 ひいては投資増)は 輸出を促進する。すなわち投資

と輸出 は補完的 となる。投 資費用 に対す る輸 出の交差弾力性 の符号 は負(垂 直的

FDI)

「当事国の特性」・「貿易費用」・さらに両者の交差項を組み込んだ重 回帰方程式 と変

数は以下の通 り。

lnXゲ βo+β11nY+β21n}T+a31nPCB+/341nPC;+/351nDye;

+β61nDS1(刀L五 が+β71nTG+β81nDISτ ガ+β9.PTン%+β10BDガ

+β11五 砺+yilnlC;+γ 、(lnlC*lnDy珍)+γ3(lnlC*lnDS肌 五ガ)

+γ4(lnlC;*lnTC,)+δ11n∫Cガ+δ2(lnlCS*lnDY;)

+δ3(lnlCS*lnDS肌 五ガ)+δ4(lnlCS*lnTC)+ε ブ,

Xガ1国 のJ国 への輸出、Y実 質GDP、 ∫)C1人 あた り所得、DyGDP差 額、

DSKILL熟 練労働比率較差、z℃ 貿易費用、DIST距 離、
9

PTA特 恵貿易協定ダ ミー、BD国 境 ダミー、Ld言 語ダ ミー、IC投 資費用

投 資 費 用 の 変 化 が 輸 出 に ど う影 響 す る か 知 る た め 、輸 出 を投 資 費 用IC,で 偏 微 分 す る と

∂Xが/∂IC;ニ γ1十 γ2L)}侮 十 γ3L)SKIL」Lが 十 γ4TC;

水 平 的FDIに つ い て は γ4>0、 ∂X/∂IC;>0

垂 直 的FDIに つ い て は γ2<0、 γ3<0、 ∂Xz,∂IC,<0

検 証 す れ ば よ い 。

をサ ンプル各年 について

その結果、水平的FDIに ついては γ2γ3は 僅少、γ4が 正 なので偏回帰係数 は

正、垂直的FDIに ついては γ2γ3は 負、γ4が 僅少なので偏回帰係数は負 となる。

具 体 的 に は 、1994年 の 例 で は 下 記 の 式 と な る(次 表1994gの 列)。

∂X麓/∂IC,t-5.15+0.13L)y彦 一 〇.27L)S肌 五碗+0.817'C麓

9具 体 的には以下 のダ ミーであ る。EU(欧 州連合)AFTA(米 加 自由貿易協 定)CER(オ ース ト

ラ リア ・ニュージーラ ン ド経済 関係 緊密化協 定)ASEAN(東 南ア ジア諸国連合)
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図表3 輸出の説明要因

被説明変数=輸 出 10 11

1994VT1991 1992 1993 1994 19948

説明変数

lnY, 0.68 0.72 1・: 0.64 0.6 0.64

(15.40) (16.27) (13.27) (13.00) (13.74) (12.32)
ln}り 0.71 0.73 0.73 0.67 0.67

(16.09) (16.27) (14.94) (14.11) (13.58)
InPCB 0.21 11: 0.1 o.1 0.36 0.05

(4.73) (1.58) (1.so> (1.90) (9.15) (1.13)
InPC; o.11 一 〇

.03 1 一 〇
.03

一 〇
.01

(一.29) (-0.45) (-2.90) (-0.61) (-0.26)
In1)玲 一1

.97
一1

.81
一1

.72
一1

.62 0.2 1.01

(-3.92) (-4.77) (-4.66) (-4.39) (5.86) (1.53)
In1)SKILL; 1 0.31 0.46 1.05 一 〇

.02
一1

.42

(0.94) (0.50) (0.79) (1.93) (-0.47) (-3.16)
InTC; 一10

.15
一1

.38
一 〇

.27
一3

.09
一 〇

.46
一3

.65

(-6.09) (-1.33) (-0.35) (-4.02) (-4.81) (-3.84)
In1)Z3Tη 1 一 〇

.76
一 〇

.79
一 〇

.77
一 〇

.79
一 〇

.69

(-15.31) (-13.87) (-13.89) (-13.36) (-13.27) (-9.37)
EU; 0.05 一 〇

.06
一 〇

.05 0.04 1 0.03

(0.33) (-0.37) (-0.28) (0.22) (-0.97) (o.11>
/LF7ン ㌔ 一 〇

.99
一 〇

.61
一 〇

.62
一 〇

.23
一 〇

.43
一 〇

.05

(-i.07) (-0.66) (-0.66) (-0.24) (-0.43) (-0.04)
CE島 1: 1.03 1・: 1.1 0.96 0.93

(1.19) (1.14) (1.06) (1.15) (0.97) (0.83)
ASEAN; 2.16 2.37 2.21 2.63 2.52 2.52

(5.30) (5.87) (5.31) (6.23) (5.78) (4.82)
BI)む 0.41 0.55 0.52 0.51 0.37 0.57

(1.86) (一.49) (一.30) (一.19) (1.54) (1.ss>
LI)む 0.69 1 0.72 1 1 0.64

(5.18) (5.94) (5.23) (4.87) (5.81) (3.77)
InIC; 一12

.59
一2

.76
一3

.45
一5

.15
一7

.52

(-6.00) (-2.33) (-3.18) (-4.55) (-6.92)
InIC;*InDY; 0.12 0.14 0.17 0.13 0.23

(1.15) (1.86) (一.32) (1.77> (3.56)
InlC,*lnDSKIL煽 1 一 〇

.2
一 〇

.17
一 〇

.27
一 〇

.15

(-1.03) (-1.62) (-1.42) (-2.26) (-1.62)
InIC;*InTC; 2.78 0.14 一 〇

.02 1 0.54

(5.97) (0.48) (-0.08) (3.69) (4.02)
InICi 一8

.29
一7

.01
一6

.94
一7

.47

(-5.75) (-6.86) (-7.00) (-7.27)
InICr*DY; 0.49 0.42 1 0.4

(4.97) (6.04) (5.39) (5.82)
InlCr*lnDSKIL煽 0.41 0.11 0.03 一 〇

.04

(2.49) (0.89) (o.27) (0.34)
1nICi*lnTC, 0.26 11: 0.13 0.16

(5.47) (2.08) (3.38) (3.73)
定 数 βo :1 43.03 41.59 50.19 11.07 60

(9.17) (7.65) (s.is> (9.60) (11.89) (8.23)
観察数 1117 1117 1117 1117 1117 495

自由度 0.74 0.73 0.71 0.69 0.67 0.74

修正済み決定係数
RSS二 乗和平方根 1703.1 1698.6 1790.7 1855.7 2042.6

Amitietal.(2003114)

()内 はt値

10投 資費用 の交差項 を含 まない重 回帰 方程式

ll貿 易総額 を被説 明変数 とす る重 回帰 方程式
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偏回帰係数の符号の変化 を調べた結果、先行研究が現状 を垂直FDIで 捉 えた り水

平FDIで 捉 えた り、矛盾する結果を生 じたの は対象年や対象国 しだいで符号が変 わ

るか らだ としている。

4.Lennonに よ る研究

レ ノ ン(CarolinaLennon,2008),(ibid,2009)は 以 上 の 流 れ を 継 承 し、 サ ー ビ ス
ユ　

直接投資 に研究対象 を絞 り込んでいる。 圧倒的割合を占める先進 国間FDIで は要素

価格の差異 よ り市場アクセスが探索 されるため、水平的FDIが 多 く代 替性が想定 さ

れるのに、実証研究では補完性が見いだ されるのはなぜかを解明すべ く、米系サービ

ス企業の現地子会社販売 と現地向けサー ビス輸 出の関係 をさまざまな手法で分析 して

いる。

レノンは1983年 を基準年 として2004年 までの商品 とサービスの貿易 を概観 してい

る。図表4-1-aよ りこの期間の輸 出と現地の子会社販売(SalesbyAffiliates)の 伸 び

を比較すると、財ではほぼ4倍 の伸びに対 し、サービスは輸 出が6倍 、子会社 による

販売が8倍 の伸 び を見せ てい る。図表4-1-bで は現地 の子会社 の仕 向地 を米国 ・現

地 ・第3国 に分類すると財はほぼ同じペースで伸びているのに対 し、サービスは現地

販売 と第3国 向けの急伸が米 国向けをしの ぐ。図表4-1-cで は現地の子会社 の取引相

手企業別では財 は関連企業向けが、サー ビスでは非 関連企業向けが伸 びてお り、財 は

図表4-1サ ー ビス(左)と 財(右)1983～2004

4-1-a(輸 出 との比 較)一 ◆一 輸 出+子 会社 販売

soo

goo

㎝

勤

給8旨x5δ 舘8$3NAvミa3審ax象86N88
RRryNN §§裟縮 鍋 §§総 融 §§総 舞壽舞塁奏

12米 国 と相手 国52ヶ 国の1986年 か ら2004年 までの2国 間サー ビス貿易 データが用 い られている。
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4-1-b(子 会社 販売 ・仕 向地 別)一 ◆一 対米販売+現 地向け販売

1100

uoo

soo

soo

goo

一f一 第3国 向け販売

4-1-c(相 手企 業別)一 ◆一 関連企 業販 売

㎜

蜘

勘

鵡

働

勤

期

期

勘

塒

。

十

woo

900

eoo

Sao

eoo

soo

aoo

jao

㎜

ioo

O

非関連企業販売

ド
f

ノ
!ノ

--

雲豪裟 蚕象 馨象§ 蚕§爺 義繋 蚕§蚕 §§ §§§ § 塁勇蜜塗§塁塁塁藝鋸 醐 塁§塁塁賄 竃塁轟

Lennon(2009:10-12)

企業内貿易、サー ビスでは企業間貿易が成長 していることを示す。

サービスの輸 出とはたとえばオンラインで コンテンッを販売 し、子会社販売 とは現

地でアフターサー ビスを行 うような場合が考え られる。またサービスの輸 出とサービ

スの現地での子会社販売 はそれぞれGATSに おけるサー ビス供給 の分類 であるモー

ド1・ モー ド3に 対応す る。図表3aの ようにモー ド1の 増加でモー ド3が 停滞せず

並行 して成長 しているので補完性が推定でき、モー ド3が93年 以降急伸 しているのは

インターネ ットの普及に対応するものだ という(ibid:12)。
ユヨ

また図表4-2で はアメリカの現地向け輸出額 を7か 国の貿易 と投資の自由化の度合

いに対 して回帰するばか りでなく、貿易 と投資の 自由化の度合いについての交差項 に

対 して も回帰を行 う。その結果、輸出額 と投資自由化の度合いの交差項の符号が正で

13ド イ ツ ・フ ラ ンス ・スペ イ ン ・イ タ リア ・イ ギ リス ・オ ラ ンダ ・ス ウ ェ ー デ ン
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図表4-2サ ー ビス輸 出 の説 明要 因OLS

被説明変数=輸出 1986-2005 2003-2005

説明変数 (1) (2) (3) (4) (5> (6) (7) (s>
Ln距 離 一1 .037* 一〇.339 o.zol 一4 .409*** 一〇.285 1,139 1,442 一12 .602***

[0.60] [0.55] [0.61] [0.55] [2.23] [2.08] [2.43] [1.34]

言語共通性 0.728*** 0.557*** 0.565*** 一2 .886*** 1.040*** 0.772** 0.798** 一13 .232***

[o.os] [o.os] [o.os] [0.34] [0.26] [0.28] [0.29] [1.55]

LnGDP 0.504*** 0.767*** 0.648*** 2.241*** 0.478*** 0.797*** 0.697*** 7.434***

[0.03] [0.02] [0.03] [0.17] [0.12] [0.05] [0.13] [0.76]

モー ド3オ ファー 0.060*** 0.044*** 一14 .236*** 0.047* 0,027 一53 .861***

[o.ol] [o.ol] [1.51] [0.02] [0.03] [6.14]

モー ド1オ ファー 0.083*** 0.061*** 一19 .768*** 0.096** o.osi**‐ 74.542***

[0.01] [0.01] [2.10] [0.03] [0.04] [8.50]

交差項 0.245*** 0.922***

[0.03]

自由度修正済み 0,836 0,837 1: 0,929 0,709 0,742 0,734 0,976

決定係数

観察数 128 128 128 128 21 21 21 21

[]内 は標準 誤 差*有 意水 準10%**有 意水 準5%***有 意 水準1%

Lennon(2009:26)

あれば補完性を持ち、負であれば代替性 を持つことになるとい う。

自由化の度合いの指標 としてはGATS交 渉時のオファー(自 国市場の自由化提案)

について完全実施(数 値100)か ら、 どの部 門で も実施せず(数 値0)ま で指数化 し
ユ　

たものが用い られる。

レノ ンの結論 は以下の通 りである。商業拠点(モ ー ド3)と サー ビス輸 出(モ ー ド

1)は 補完的である。財では垂直FDIが 多 く補完的であるが、サー ビスで は水平的

FDIが 多 いに もかかわ らず補完 的で、む しろ財 よりサービスの方が補完性が大 きい。

政策的含意 としては或 るサー ビス供給モー ドの 自由化で得 られる便益は、他の供給

モー ドの規制が強ければ低い ということである。

レノ ンはサー ビス の水 平的FDIに おけ る補完性 を指摘 す るに留 まってい るが、

サー ビスはその保存の きかない特徴か ら本 国か ら現地への部品の流れは考 えられない

し、ITな ど先進技術の活用が多 いので労働集約国か ら資本集約国へ最終製品の販売

がなされるとは考えにくい。サービスの特性に根差 した理論の吟味 も必要であろう。

5.小 括

Clausingは 進 出 先 の 課 税 と賃 金 を 、Lennonは 貿 易 ・投 資 交 渉 に お け る オ フ ァ ー を

14な おGATS用 語で 自由化完全実施 はNone、 どの部門で も実施せずはUnboundで あ る。
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指数化 した ものを直接投資の コス トとみな し、Amiti,Wakelinは 重力方程式 を投 資コ

ス トで偏微分 した ときの符号の段階的変化 に着 目する。4女 史それぞれが 「価格の交

差弾力性」アプローチを継承 し独創 を加 え、貿易量 と直接投 資の補完性 を結論す るが、

いずれ も米国の事例 という制約 を免れない。そ して研究の進展は直接投資が垂直型か

水平型か とい う議論を過去の ものに してしまっている。IT時 代のサー ビス直接投資

論の開拓には無形性 ・不可分性 ・非貯蔵性 ・可変性 といったサービスの特性を考慮 し

たアプローチが必要 となろう。たとえばモー ド1と してソフ トウェア ・ライセ ンスの

親会社か らのオンライン輸入、モー ド3と して現地子会社か らのライセ ンス購入、こ

の両者の交差弾力性 を計測 した として意味があるのか どうか ということである。
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